
一般財団法人 沿岸技術研究センター 

Ⅰ 法人の概要（平成 28 年 4 月 1 日現在） 

1 所 在 地    東京都港区西新橋 1-14-2 新橋エス・ワイビル 5F 

2 設 立 年 月 日    昭和 58 年 9 月 27 日 

3 代 表 者    代表理事・理事長  高橋 重雄（平成 28 年 6 月 23 日就任） 

4 基 本 財 産    600,000 千円 

5 北九州市の出捐金    4,000 千円（出捐の割合 0.7％） 

6 役 職 員 数 

人    数 

合 計 うち本市からの派遣 うち本市退職者 うちその他 

役 員  7 人 0 人 0 人  7 人 

常 勤  4 人 0 人 0 人  4 人 

非常勤  3 人 0 人 0 人  3 人 

職 員 37 人 0 人 0 人 37 人 

Ⅱ 平成 27 年度事業実績 

 Ⅰ 平成 27 年度事業の概要 

   一般財団法人沿岸技術研究センター(以下「センター」という。)は、昭和 58年 9月に運輸省(当時)

の認可を得て財団法人として設立され、沿岸域及び海洋の開発、利用、保全及び防災に関する調査、 

試験、研究を推進するとともに、技術の活用、普及を図ることを目指して活動してきた。平成 20 年

12 月に公益法人制度改革関連 3 法が施行され、センターは平成 24 年 4 月 1 日に一般財団法人に移行

した。 

   平成 27 年度の事業については、一般財団法人に移行する際に作成した公益目的支出計画に基づき、

自主調査研究事業、技術普及啓発事業及び技術者資格認定事業を実施するとともに、その他の主要な

事業として受託調査研究事業、出版物刊行等事業、波浪情報事業、民間技術評価事業、技術基準確認

審査事業を実施した。事業の実施に当たっては、平成 26 年度に引き続き、全国の津波防災及び構造物

の維持管理に関する事業を中心として、大学、国立研究機関（国土技術政策総合研究所）、独立行政法

人（港湾空港技術研究所等）及び学識経験者・専門家等の協力を得つつ各種事業を行った。 

 Ⅱ センターの管理・運営 

   1 理事会 

⑴ 第 12 回理事会 

     日 時：平成 27 年 6 月 5 日（金） 10 時 30 分から 13時 

     場 所：センター大会議室（東京都港区西新橋 1-14-2） 

     出席者：理事 4 名 

         監事 1 名 
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     議決事項 ①平成 26 年度事業報告及び決算について 

          ②平成 26 年度公益目的支出計画実施報告書について 

          ③理事会運営規則の変更について 

          ④第 6 回評議員会（定時）の日時及び場所並びに目的である事項等について 

     報告事項 ①代表理事及び業務執行理事の職務執行状況報告について 

          ②役員候補者の推薦について 

          ③平成 27 年度事業計画及び収支予算について 

Ⅲ 平成 27 年度決算 

  1 貸 借 対 照 表 

 平成 28 年 3 月 31 日現在(単位：円) 

科   目 金 額 科   目 金 額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

Ⅰ 流 動 資 産 1,448,358,552 Ⅰ 流 動 負 債 1,055,584,467

現 金 9,565,671 未 払 金 742,596,590

銀 行 預 金 180,799,091 未 払 法 人 税 等 60,154,400

未 収 金 1,244,281,419 預 り 金 49,523,477

前 払 金 13,712,371 短 期 借 入 金 200,000,000

賞 与 引 当 金 3,310,000

Ⅱ 固 定 資 産 923,477,491 Ⅱ 固 定 負 債 56,511,000

基 本 財 産 600,000,000 退 職 給 付 引 当 金 56,511,000

国 庫 債 券 600,000,000 負 債 合 計 1,112,095,467

特 定 資 産 225,461,490 （正味財産の部） 

退 職 給 付 引 当 資 産 56,511,000 Ⅰ 指定正味財産

支部開設準備引当資産 68,950,490 寄 付 金 462,966,000

確認審査事業安定化引当資産 100,000,000 指 定 正 味 財 産 合 計 462,966,000

そ の 他 固 定 資 産 98,016,001 （うち基本財産への充当額） (462,966,000)

建 物 付 属 設 備 21,419,702 Ⅱ 一般正味財産 796,774,576

什 器 備 品 1,856,448 （うち基本財産への充当額） (137,034,000)

電 気 通 信 施 設 利 用 権 15,200 （うち特定資産への充当額） (168,950,490)

ソ フ ト ウ ェ ア 24,721,719 正 味 財 産 合 計 1,259,740,576

電 話 加 入 権 1,072,532

敷 金 48,825,400

長 期 前 払 費 用 105,000

資 産 合 計 2,371,836,043 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 2,371,836,043
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  2 収 支 計 算 書 

 自 平成 27 年 4 月  1 日 

 至 平成 28 年 3 月 31 日（単位：円） 

科          目 予算額 決算額 差異 
Ⅰ 事業活動収支の部 
 1 事業活動収入 
  ① 事業財産運用収入 
    基本財産利息収入 
  ② 事業収入 
    技術普及啓発事業収入 
    技術者資格認定事業収入 
    受託調査研究事業収入 
    出版物刊行等事業収入 
    波浪情報事業収入 
    民間技術評価事業収入 
    技術基準確認審査事業収入 

7,000,000
7,000,000

1,472,000,000
2,000,000
15,000,000

1,111,000,000
20,000,000

271,000,000
15,000,000
38,000,000

5,745,046
5,745,046

1,537,240,801
750,588

8,441,480
1,116,643,336

15,006,671
331,625,726
18,900,000
45,873,000

▲ 1,254,954
▲ 1,254,954

65,240,801
▲ 1,249,412
▲ 6,558,520

5,643,336
▲ 4,993,329

60,625,726
3,900,000
7,873,000

  ③ 雑収入 
    受取利息 
    雑収入 
事業活動収入計 
 2 事業活動支出 
  ① 事業費支出 
    自主調査研究事業費 
    技術普及啓発事業費 
    技術者資格認定事業費 
    受託調査研究事業費 
    出版物刊行等事業費 
    波浪情報事業費 
    民間技術評価事業費 
    技術基準確認審査事業費 
  ② 管理費支出 
    管理諸費 
事業活動支出計 
事業活動収支差額 
Ⅱ 投資活動収支の部 
 1 投資活動収入 
  ① 基本財産取崩収入 
    国庫債券償還収入 
  ② 特定資産取崩収入 
    退職給付引当資産取崩収入 
    支部開設準備引当資産取崩収入 
  ③ 敷金戻り収入 
投資活動収入計 
 2 投資活動支出 
  ① 基本財産取得支出 
    国庫債券取得支出 
  ② 特定資産取得支出 
    退職給付引当資産取得支出 
  ③ 固定資産取得支出 
  ④ 敷金支出 
投資活動支出計 
投資活動収支差額 
当期収支差額 
前期繰越収支差額 
次期繰越収支差額 

3,000,000
100,000

2,900,000
1,482,000,000

1,472,000,000
24,000,000
19,000,000
23,000,000

1,078,000,000
19,000,000

259,000,000
13,000,000
37,000,000
15,000,000
15,000,000

1,487,000,000
▲ 5,000,000

0
0

17,000,000
17,000,000

0
0

17,000,000

0
0

6,000,000
6,000,000
2,000,000

0
8,000,000
9,000,000
4,000,000
354,365,996
358,365,996

3,950,672
80,437

3,870,235
1,546,936,519

1,478,085,064
26,005,378
25,671,095
26,670,157

1,039,427,180
17,520,282

288,230,740
15,616,142
38,944,090
11,327,427
11,327,427

1,489,412,491
57,524,028

190,000,000
190,000,000
20,434,161
18,982,000
1,452,161

0
210,434,161

190,000,000
190,000,000
10,879,000
10,879,000
24,840,000

521,100
226,240,100
▲ 15,805,939
41,718,089
354,365,996
396,084,085

950,672
▲ 19,563

970,235
64,936,519

6,085,064
2,005,378
6,671,095
 3,670,157

▲ 38,572,820
▲ 1,479,718

29,230,740
2,616,142
1,944,090

 ▲ 3,672,573
▲ 3,672,573

2,412,491
62,524,028

190,000,000
190,000,000
3,434,161
1,982,000
1,452,161

0
193,434,161

190,000,000
190,000,000
4,879,000
4,879,000
22,840,000

521,100
218,240,100

▲ 24,805,939
37,718,089

0
37,718,089
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Ⅳ 平成 28 年度事業計画 

  1 自主調査研究事業 

   沿岸域及び海洋の開発、利用、保全及び防災に関する技術について、センター単独あるいは大学、

公的研究機関、民間事業者等と共同して調査研究を実施する。 

  2 技術普及啓発事業 

   沿岸域及び海洋の開発、利用、保全及び防災に関する技術について、センター単独あるいは他の機

関と共同して技術の普及啓発活動を行う。 

  3 技術者資格認定事業 

   海洋・港湾構造物の維持管理及び設計に関する技術について、それぞれ、試験を行い一定の能力を

有する者に対して資格を認定する。 

  4 受託調査研究事業 

   沿岸域及び海洋の開発、利用、保全及び防災に関して、国、港湾管理者、民間事業者等からプロ   

ジェクトを推進する上で生ずる種々の技術課題に係る調査研究を受託して実施する。 

  5 出版物刊行等事業 

   沿岸域及び海洋の開発、利用、保全及び防災に関する技術について、研究成果の普及を図るため、

技術マニュアル等の図書の編纂・出版等を行う。 

  6 波浪情報事業 

   沿岸域及び海洋に関する技術情報として、全国の港湾工事や防災に必要な気象海象の実況と予測情

報等の提供業務を実施する。 

  7 民間技術評価事業 

   民間事業者が開発した、港湾、航路、海岸等の開発、利用等に資する技術について、技術的性能と

有用性を審査・評価し、それらが確認された技術に対して評価証を交付する。 

  8 技術基準確認審査事業 

   港湾管理者等、港湾の施設を建設し、又は改良しようとする者の申請に基づき、当該港湾の施設が

港湾法で定められた技術基準に適合するか否かの確認を行う。 

Ⅴ 役 員 名 簿 

平成 28 年 7 月 1 日現在 

役 職 名 氏    名 備    考 

代表理事・理事長 高 橋 重 雄 常勤 

代表理事・専務理事 島 田 知 明 常勤 

業務執行理事 中 野 則 夫 常勤 

〃 宮 島 守 男 常勤 

理   事 丸 川 裕 之 社団法人日本プロジェクト産業協議会専務理事・事務局長 

〃 水 鳥 雅 文 一般財団法人電力中央研究所理事 

監   事 鈴 木 一 夫 公認会計士 
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